
　１．はじめに

　アセアン地域においては、各国とも首都圏への人

口の一極集中とそれに伴う深刻な都市交通問題を経

験している。本稿では、人口規模が１千万人に達し

なお膨張を続けるフィリピンのマニラ首都圏を対象

とし、そこで生じている通勤・通学問題および必要

とされる対策について概観する。

　マニラ首都圏と呼ばれる行政区域（６３６�）にお

いては、１９５０年には２００万人であった人口が、１９８０

年には５９０万人、１９９５年には９５０万人に達している。

また、人口の伸び以上に自家用車の伸びは著しく、

１９８８年から１９９５年までの登録台数＊１の増加率は

１００％を超え、年率１０％の増加を示している。Fig.1

はマニラ首都圏における人口、実質所得の推移とと

もに自動車保有台数の増加を示したものである。同

期間の人口や実質所得の伸びと比較すれば、保有台

数の伸びはそれらの約４倍に及ぶ。こうした急速な
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モータリゼーションの一方で道路延長は年率１％程

度の伸びに過ぎず、当然のことながら需要と供給と

の著しいギャップは慢性的な渋滞を生じている。交

通環境や安全等の問題も指摘されるが、マニラ首都

圏における通勤・通学問題の本質は圧倒的にここに

ある。１９９６年に実施されたＭＭＵＴＩＳ（Ｍｅｔｒｏ Ｍａｎｉｌａ 

Ｕｒｂａｎ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ Ｓｔｕｄｙ）１）によれ

ば、人々の通勤・通学を支えるバスやジプニー（小

型乗合バス）のピーク時平均走行速度は、それぞれ

１２㎞／時、９㎞／時である。既成市街地における自

家用車の平均走行速度は１０㎞／時程度である。

　こうした問題の改善のためには、南北方向を中心

とした主要幹線道路（コリドー）における混雑解消

が当面の課題とされており、都市高速道路や軌道系

等の交通インフラの整備、自家用車の利用規制、バ

ス等の公共交通サービスの体系的整備が進められて

いる。これらに加え、コンパクトな市街地づくりや

職住の近接化を図るための都市機能の再配置といっ

た長期的な施策の必要性が議論されている２）。

　先進国、途上国を問わず低密度な都市開発は自動

車交通への依存を助長するとの関係が見られる。し

かし途上国の多くの大都市において、経済成長の下

での①都市圏の膨張と、②モータリゼーションの進

行とのダイナミックな相乗作用が、都市交通問題の

解決をより困難なものにしている３）。コンパクトな

市街地形成のカギとなる軌道系インフラを欠く大多

数の途上国大都市において、いかに交通負荷の小さ

な公共交通指向型開発（ｔｒａｎｓｉｔ- ｏｒｉｅｎｔｅｄ ｄｅｖｅｌｏｐ-

ｍｅｎｔ）への転換を図りうるかは大きな課題である。

本稿では、こうした視点から通勤・通学問題を捉え、

その所在を明らかにすることを意図している。

　２．マニラ首都圏における通勤・通学交通の現状

　２－１　マニラ首都圏の概要

　１７の自治体から構成されるマニラ大都市圏は、

１９７８年の大統領により首都圏（Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｃａｐｉｔａｌ Ｒｅ-

ｇｉｏｎ： ＮＣＲ）として指定された。しかし、その後の

人口増や市街地の拡大に伴い、実態としての都市圏

は首都圏のエリアを越えたものとなっている。また、

通勤圏は首都圏外にまで広がっていることから、本

稿では首都圏にＢｕｌａｃａｎ、Ｒｉｚａｌ、Ｃａｖｉｔｅおよび

Ｌａｇｕｎａの隣接４州を加えた地域を対象として、通

勤・通学の実態を捉える。

　なお、本稿での分析においては、ＭＭＵＴＩＳ、ＮＣＲ 

Ｐｒｏｆｉｌｅ４） 、Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅ Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ Ｙｅａｒｂｏｏｋ５）等のデ

ータを用いた。ＭＭＵＴＩＳ調査によればマニラ首都

圏の都市交通需要は１，７５０万トリップ（徒歩を除く）

と推計されている。

　２－２　都市圏の拡大と通勤・通学交通への影響

　Fig.2は、１９８０年、１９９０年、１９９５年の３時点にお

ける市街地の状況を人口密度指標により示したもの

である。これを見ると、１９８０年から１９９０までの１０年

間に、郊外部において４０～１００人／ｈａの市街地エリ

アが大きく広がり、さらに１９９０～１９９５年の間には、

南北方向への展開が見られる。

　Table 1は交通（トリップ）の発着地をそれぞれ首

都圏とその周辺部（圏外）とに分け、通勤および通

学の発着地別交通分布（ＯＤ分布）を示したものであ

る。これを見ると、首都圏内々のトリップが大多数

を占めるものの、首都圏を越えた郊外化の進展に伴

い、周辺部から首都圏内への長距離通勤トリップも

無視できないシェアを占めていることが読み取れる。

　またTable 2において首都圏内内と外外のトリッ

プ時間を比較すると、前者の方が長く、首都圏全域

での交通混雑やトリップの長距離化が示唆される。

　さらにFig.3に示す所得階層別の平均通勤・通学時

間を見ると、明らかに高所得者層ほどトリップ時間

が長い傾向が読み取れる。このことはFig.2に示し

た都市圏の面的拡大が中高所得者層の郊外立地によ

ってもたされていることを示唆している。

　２－３　機関分担の状況

　首都圏に着地をもつ通勤・通学トリップに関して、

機関分担の状況を示したものがFig.4である。小型
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注）１９９８年を１００とした場合の比率。
Fig.1　マニラ首都圏における所得、人口および自動車保有
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　＊１　１９９５年におけるマニラ首都圏の自動車保有率は人口千人
当たり８５台であり、ジャカルタの７４台（１９９３年）より若
干高いものの、バンコクの１４１台（１９９３）やシンガポール
の１１０台（１９９３）、東京の２５５台（１９９５）を大きく下回っ
ている。

　▲　自動車登録台数　　◆　人口　　●　実質所得



乗合バスであるジプニーやバス、タクシー、トライ

シクルといった道路系公共交通機関が過半数（徒歩

を除けば全体の７０％）のシェアを示し、次いで自家

用車が２割近いシェアを示している。これを所得階

層別に見ると、やはり高所得者層の自動車依存度が

高く、２万ペソ以上の層では自家用車が４割程度の

シェアを占めている（Fig.5）。これらの層においては、

ジプニーや徒歩のシェアが相対的に低いものとなっ

ている。なおFig.6は世帯の所得水準と自動車保有

との関係を示したものであり、これより２～３万ペ

ソ／月を超える所得水準において自動車保有世帯の

割合が高く、複数台数を保有する世帯の割合も高い

ことが読み取れる。現在、マニラ首都圏においては、

ナンバープレートの末尾数字による自家用車の利用

規制（曜日規制）が実施されているが、複数台数を

保有する高所得者層に対しては、その規制の有効性
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　人口密度　　　 ０～４０　　　 ４０～１００　　　 １００～（人／ｈａ）

Fig.2 　マニラ首都圏における郊外化の進展

Table 1　発着地別の通勤・通学トリップ数

着　地
通　　勤

周辺部（圏外）首都圏内

１８（０．０４）３３９（０．６９）首都圏内発
地 １００（０．２０）３４（０．０７）周辺部（圏外）

着　地
通　　学

周辺部（圏外）首都圏内

７（０．０２）３１６（０．６３）首都圏内発
地 １６１（０．３２）１６（０．０３）周辺部（圏外）

注）単位は万トリップ、（　）内は構成比。

Table 2　発着地別の平均通勤・通学トリップ時間

着　地
通　　勤

周辺部（圏外）首都圏内

８８．３分４３．１分首都圏内発
地 ２６．０分９８．２分周辺部（圏外）

着　地
通　　学

周辺部（圏外）首都圏内

４２．２分２５．２分首都圏内発
地 １６．７分８４．０分周辺部（圏外）
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は低いことが指摘されている。

　２－４　空間的な需要分布パターン

　通勤交通に着目し、空間的な需要分布パターンを

示したものがFig.7である。ここでは首都圏を９４ゾ

ーンに分割し、周辺ゾーンを加えた１０４ゾーン間で

のモード別ＯＤ分布を地図上に表している。これを

人のトリップ数（Fig.7左）で見ると、首都圏におい

ては幾つかの集中極が存在し、特にマカティＣＢＤ

とケソンが主要な通勤先となっていることがわかる。

交通手段に着目すると、中心部ではバストリップの

集中が顕著であるが、郊外部ではジプニートリップ

が目立つ。一方、自動車換算の車両単位（ＰＣＵ；

ｐａｓｓｅｎｇｅｒ ｃａｒ ｕｎｉｔ）での需要分布（Fig.7右）を見

ると、マカティＣＢＤ地区を中心とする求心的パタ

ーンが支配的であり、そのほとんどが自家用車によ

るものであることが読み取れる。人トリップでは

２０％程度の分担率しかもたない自家用車が、ピーク

時の道路混雑の主原因となっていることは明らかで

ある。このことは、第１章で述べた首都圏全域での

道路交通の走行速度の低さに反映されている。

　次に、保有率と共に発地ベースでの自動車利用率

の分布を示したものがFig.8である。右図より自動

車依存度の特に高い地域は、ＥＤＳＡと呼ばれる環状

４号線の外側の近郊部および南北の郊外部に存在し、

ここから発生する通勤トリップの４割以上が自動車

を利用していることが示されている。こうした地域

はケソン北部を除けば、概ね首都圏の南部地域の新

興開発地に多く見られるのが特徴であり、財閥系の

開発業者によるサブディビジョン開発が宅地供給の

中心となっている。民間開発に対する公的規制力の

弱さに起因して２，６）、これらの地域では都市基盤が

未整備なままで開発が許容され、結果として自動車

交通依存型の開発が進行している。開発をコントロ

ールするための法制度としてゾーニング条例やサブ

ディビジョン・コンドミニアム令が存在するものの、

①開発地の位置基準、周辺条件、接続道路条件など

に関する許可基準、②骨格的道路網の整備状況に応

じた開発の抑制と誘導方法、③郊外部における市街

地形成を段階的に制御するタイムゾーニング等の仕

組みの必要性が指摘されている２） 。

　３．自動車交通への依存のメカニズム

　３－１　共分散構造分析による因果構造の

　　　　　モデル化

　先に見た郊外部での自動車交通依存のメカニズム

を定量的に把握するために、①市街地のスプロール

度、②大量輸送交通（マストランジット）の成立可

能性、③自動車交通への依存度という三つの構成概

念を設定し、共分散構造分析を行った。この方法は

概念間相互の因果関係を以下の構造モデルとして表

現し、その妥当性を統計的に確認するものである。

　　　　Ｘ＝Λｘη＋δ　…………………�

　　　　Ｙ＝Λｙη＋ε　…………………�

　　　　η＝Ｂη＋ζ　　………………�
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Fig.9　都市的土地利用の分布状況とジョイン値によるスプロール度の評価



　ここに、ηは三つの構成概念を表す潜在変数ベク

トル、Ｙはそれらの代理指標、Ｘはηに影響を及ぼ

す外生変数ベクトルを表す。また、ΛｘおよびΛｙは

重み行列（因子負荷量）、Ｂは潜在変数間の関連をあ

らわす因果係数行列、δ、εおよびζはそれぞれ誤

差ベクトルである。なお、スプロール度という構成

概念の代理指標として土地利用混在度、幹線道路密

度を取り上げ、また、スプロール度に影響を及ぼす

要因として人口密度および都市的土地利用比率を用

いた。Fig.9は首都圏における都市的土地利用の分

布状況とジョイン値を用いた土地利用混在度の評価

値を示したものである。ここで言うジョイン値とは、

地区内の都市的土地利用と自然的土地利用との境界

長であり、これを地区面積で除し基準化した指標を

用いている。この指標値が大きいほど土地利用の混

在化すなわちスプロールが進んでいることになる。

Fig.9右より環状道路ＥＤＳＡの外側の郊外部において

大きな値が観測される。

　また、公共交通の成立可能性を表す代理指標とし

ては交通の発生地域でのマストランジット利用率お

よびパラトランジット利用率を用いた。ここではバ

ス、軌道系に加えジプニーをマストランジットとし

て定義した＊２。パラトランジットとはトライシクル

やタクシー等であり、これらの利用率が高い場合に

はマストラの成立可能性が低いと解釈した。

　さらに、自動車交通への依存度を表す代理指標と

しては自動車保有率と発生トリップベースでの自動

車利用率を用い、これらに影響を及

ぼす要因として市街地のスプロール

度、マストランジットの成立可能性

に加え、地区別の所得水準を用いた。

　マニラ首都圏内の９４ゾーンをサン

プルとして、�～�式のパラメータ

の推定結果を示したものがFig. 10

である。矢印に付した数値は係数値

であり、括弧内は係数の統計的有意

性を示すｔ値である。また、実線の

矢印は正の影響を、破線のそれは負

の影響を表している。推定された結

果より、三つの構成概念（潜在変数）

とそれぞれの代理指標との間には高

い説明力が見られ、設定された構成概念が概ね妥当

であることが示されている。

　また、構成概念の相互には、次のような影響関係

が見られる。

　�市街地のスプロール化は、マストランジットの

成立可能性に負の有意な影響を及ぼしている。

　�市街地のスプロールは自動車交通を促進する方

向（想定された正の方向）に作用するという結果が

得られているものの十分に有意ではない。これに対

して、世帯所得は自動車交通への依存に対して正の

有意な影響を及ぼしている。

　�マストランジットの成立可能性は、自動車交通

への依存に対して正の有意な影響を及ぼしている。

言い換えれば、マストラサービスが成り立つ地域に

おいても自動車依存度の高い地域が多く存在する。

　以上のことから、Fig.8に示した郊外部での自動

車依存の高さは、主として高所得者層の立地によっ

てもたらされたものと言える。スプロール開発の影

響は必ずしも明確ではない。

　３－２　自動車依存構造の多様性

　Fig.10に示すような単調な因果構造を仮定した場

合、所得階層による地域的な住み分けが明確に見ら

れるマニラ首都圏においては、自動車交通への依存

度に対する土地利用の影響と所得の影響とが分離さ

れない可能性がある。そこで、因果構造の非単調性

を前提とした分析方法７）を適用し、両者の影響を捉

えたものがFig.11である。これを見ると、土地利用

混在度は２０（ジョイン値／�）辺りをピークとして、

自動車保有率に凸な影響を及ぼしており、世帯所得

が２万ペソ／月程度を超える領域においては強い非

単調性が見られる。なお、首都圏の平均所得水準は
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Fig.10　自動車交通への依存構造のモデル

　＊２　ジプニーは小型乗合バスであるが、平均乗車人員は１５名
程度であり、かつ営業路線が設定されていることからマ
ニラ首都圏においてはマストランジットとして位置付け
られている。



１．５万ペソであるが、この平均値レベルにおいては、

土地利用混在度の増加に対し自動車保有率が漸増す

るという単調な関係が見られる。

　こうした因果関係の非単調性を拠り所に、首都圏

の自動車依存構造を分類したものがFig.12である。

郊外部に多く見られるのは、所得、土地利用混在度

がともに自動車依存度に対して正の影響を及ぼすと

いう三番目の構造である。

　３－３　自動車依存の抑制策

　以上においては、主に通勤交通を対象として、次

の三つの側面から問題を指摘した。

〔問題１〕中心業務地区への著しい自動車通勤トリ

ップの集中に起因した都市圏全域での渋滞

〔問題２〕高所得者層の郊外立地に伴う自動車依存

の増大とトリップの長距離化

〔問題３〕郊外部でのスプロール開発に起因した自

動車依存の一層の増大

　自動車交通需要の増加を抑えるために、近年、途

上国大都市においても自動車の保有や利用規制をは

じめとした交通需要マネジメントの必要性や有効性

が主張され、実施に移されてきている。マニラ首都

圏においても、１９９６年からナンバープレートの末尾

数字による曜日利用規制（１，２‐ 月、３，４‐ 火、５，６‐ 水、

７，８‐ 木、９，０‐ 金）が首都圏全域で実施されている。

ＭＭＵＴＩＳ調査によれば約２３％の需要抑制効果があ

り、そのうち約６２％が公共交通へと転換し、約１０％

が相乗りを行っているとの結果が得られている。ヒ

アリング調査においても、自家用車利用者の４割弱

がこの利用規制が渋滞緩和に好ましい影響をもたら

しているとの評価を示している１）。このように市民

の支持を受けてはいるものの、強制的な需要抑制策

の強化は交通政策全体への支持を失いかねないこと

から、これに代わる誘導的な抑制策の導入が検討さ

れている。駐車料金の引き上げや混雑料金、地区へ

の流入交通への課金（プライシング）等の導入によ

るＣＢＤへの流入規制等がその例である。こうした

施策は、〔問題１〕の緩和には有効であろう。

　一方、〔問題２〕や〔問題３〕への対応において必要

とされる施策は、以下のように大別される。

①軌道系の交通基盤整備および公共交通への補助制

度の整備

②道路、ターミナル施設等の基盤施設を都市計画に

おいて法的に認定する仕組みの導入

③サブディビジョン開発における交通インパクトア

セスメント等の実施、および市街化を段階的に制

御する制度、手法の導入

④自家用車利用者の税・費用負担の適正化

　軌道系の整備については、現在供用中のＬＲＴ１

号線に加え、ダウンタウンから東に伸びる２号線、

環状の大幹線道路ＥＤＳＡに沿った３号線が建設中で

あり、また都市圏の南北方向を結ぶ国鉄線を民営化

し、通勤鉄道として再整備する等の方向も検討され

ている。これらは、既存の主要コリドーにおけるジ

プニー、バス路線からの需要の転換に資すると考え

られるが、公共交通利用者と自家用車利用者との所

得階層の違いを考えれば、自家用車からの軌道系へ

の転換はにわかには期待できない。この転換を可能

ならしめるためには、「軌道系＝低所得者の乗り物」

との通説を払拭するための高水準の輸送サービスの

提供が不可欠である。また、ターミナル整備と都市

整備とを一体的に進めるための施策②や③について

も必要性が高い。施策④についても、これを高所得

者の過度の自動車保有や利用の抑制に用いることは

検討に値すると思われる＊３。

Ｍａｙ，２０００ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２５，Ｎｏ．３ （　）４３

発展途上国の通勤・通学問題の構造 ２１１

Fig.11　自動車依存度に及ぼす非単調な影響関係

Fig.12　自動車依存構造の多様性



　４．おわりに

　絶対的な自動車保有水準は未だ低いにもかかわら

ず、マニラ首都圏において慢性的な交通渋滞が生じ

ている背景には、交通インフラの供給の遅れととも

に、無計画な郊外開発を契機とした自動車交通への

依存が見られる。本研究においては、こうした依存

構造について以下のような知見を得た。

　�高所得世帯の郊外立地に起因して、所得水準と

通勤トリップ長との間には正の相関関係が見られる。

また、自動車利用率に対しても所得水準は正の影響

を及ぼしている。

　�共分散構造分析より、首都圏における自動車依

存は、所得のみならず、土地利用の混在度、マスト

ラの成立可能性の影響を受けることが示された。

　�以上の影響関係は単純ではなく、たとえば所得

水準が高い地域ほど、土地利用の混在度の影響が強

いという複合作用が見られる。

　こうした自動車依存の背後にあるメカニズムが理

解されない限り、交通政策は短期的な対応に終始す

ることになりかねない。こうした視座から、本稿で

は途上国の大都市が抱える通勤・通学交通の問題を、

所得上昇に伴う都市圏の面的拡大とモータリゼーシ

ョンの進行との負の相乗作用という文脈で捉え、必

要とされる施策を示した。

　なお、すでに飽和に近い自動車保有水準を有する

先進国での需要抑制と途上国のそれとは同義ではな

い。途上国においては、需要と供給との時間的ギャ

ップが交通問題を回復不可能なレベルへと陥らせな

いための配慮が不可欠であり、狭義の保有・利用抑

制にとどまらず、都市化の早い時期から交通負荷の

小さな都市構造やライフスタイルの実現に向けた成

長管理策の必要性はきわめて高い。

　また、途上国の個々の地域特性を踏まえた施策が

望まれることは言うまでもない。たとえば、マニラ

首都圏内の道路総延長は約５，０００㎞であるが、純粋

に公共に供している道路はそのうち６割に過ぎず、

残りの４割はサブディビジョン開発によって生み出

され外部からの利用が制限された私道である。この

意味で、マニラ首都圏における道路ネットワークの

不足は、都市開発の特殊性にも根ざすと言えよう。

新規ストックを生み出す努力のみならず、既成市街

地の再整備と併せて、既存ストックを有効活用する

ための仕組みも検討されるべきである。
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